
北陸発電工事株式会社 （単位：　円）

10,544,622,411 3,044,261,888

141,558,709 1,528,118,294

53,455,128 2,309,040

2,643,972,546 66,725,424

1,763,210,837 163,171,600

3,049,120 880,818,474

5,642,598,275 23,856,887

293,792,660 325,460,469

2,985,136 550,000

53,251,700

2,630,214,581 4,025,961,924

 有 形 固 定 資 産 1,205,051,435 4,017,121,924

914,392,130 8,840,000

182,134,331

108,524,974 7,070,223,812

 無 形 固 定 資 産 4,487,850 6,104,613,180

3,332,640 95,000,000

1,155,210 6,009,613,180

 投資その他の資産 1,420,675,296 利 益 準 備 金 23,750,000

10,737,700 その他利益剰余金 5,985,863,180

1,395,284,889 370,000,000

18,387,707 5,615,863,180

△ 3,735,000 6,104,613,180

13,174,836,992 13,174,836,992資　産　合　計 負債・純資産合計

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 工 事 未 払 金

そ の 他

短 期 貸 付 金 預 り 金

工 事 損 失 引 当 金繰 延 税 金 資 産

工 事 補 償 引 当 金

受 取 手 形 未 払 金

貸 　借 　対 　照 　表

平成２８年３月３１日現在

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

完 成 工 事 未 収 入 金 未 払 費 用

そ の 他

未 成 工 事 支 出 金 未 払 法 人 税 等

材 料 貯 蔵 品 未 成 工 事 受 入 金

退 職 給 付 引 当 金

建 物 ・ 構 築 物 役員退任慰労引当金

固 定 資 産 固 定 負 債

機 械 ・ 運 搬 具

負　債　合　計

（純資産の部）

資 本 金

そ の 他

純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

工 具 器 具 ・ 備 品

電 話 加 入 権

株 主 資 本

そ の 他

繰 延 税 金 資 産 別 途 積 立 金

利 益 剰 余 金

繰越利益剰余金

貸 倒 引 当 金



北陸発電工事株式会社

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　　時価のないその他有価証券のみで、移動平均法による原価法によっている。

②棚卸資産

　　未成工事支出金 ‥‥‥ 個別法による原価法によっている。

　　材料貯蔵品 ‥‥‥‥‥ 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

　　　　　　　　　　　　　に基づく簿価切下げの方法）によっている。

(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　　定率法によっている。ただし、平成10年４月１日以後取得の建物については、定額法と

　している。

②無形固定資産

　　定額法によっている。

(3)引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、特定の

　債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

②退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

　計上している。数理計算上の差異は、その発生事業年度の費用として処理している。

③役員退任慰労引当金

　　役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

④工事損失引当金

　　受注した工事について総見積工事原価が請負金額を超える可能性が高く、かつ、その損

　失見込額が合理的に見積もることができる場合、その損失見込額を計上している。

⑤工事補償引当金

　　将来発生する補修費用に備えるため、当事業年度末における補修費用見込額を計上して

　いる。

(4)収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　工事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用して計上して

　原価比例法によっている。

個　別　注　記　表

自平成２７年　４月　１日
至平成２８年　３月３１日

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については

いる。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、



(5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２.株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度の末日における発行済株式の数普通株式　9,500株

(2)当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　平成27年６月26日　定時株主総会決議

　　　 ・配当金の総額

　　　 ・配当の原資 利益剰余金　

　　　 ・１株当たり配当額

　　　 ・基準日 平成27年３月31日

　　　 ・効力発生日 平成27年６月29日

(3) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　平成28年６月29日開催予定の定時株主総会において決議予定

　　　 ・配当金の総額

　　　 ・配当の原資 利益剰余金　

　　　 ・１株当たり配当額

　　　 ・基準日 平成28年３月31日

　　　 ・効力発生日 平成28年７月29日

３.当期純損益

当期純利益 60,767千円

４.その他の注記

(1)法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

  平成28年３月29日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び

「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が国会で成立し、平成

28年４月１日以後に開始する事業年度より法人税率等の引下げ等が行われることとなった。

　これに伴い、当事業年度の繰延税金資産は、一時差異等の解消が見込まれる事業年度に

対応した改正後の税率を基礎とした法定実効税率により計算している。

　この結果、繰延税金資産が35,289千円減少し、法人税等調整額（借方）が同額増加して

いる。

(2)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

30,381,000円

3,198円

18,441円

175,189,500円


